
芦屋市の財政指標について（健全化判断比率等） 

１ 財政分析指標 

①「経常収支比率」は，財政構造の弾力化を判断する指標です。 

②「財政力指数」は，地方団体の財政力を判断する数値として用いられます。 

２ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律による健全化判断比率等の状況 

地方公共団体の財政の健全化に資することを目的として，地方公共団体の財政の健全

性に関する比率（以下「健全化判断比率」という。）の公表が平成 19 年度から制度化さ

れ，健全化判断比率が一定以上の場合，早期健全化団体となり，財政健全化計画を策定

し，当該計画について議会の議決を受けることになります。 

令和元年度決算見込値による算定結果と各比率の説明をいたします。なお，基準を超

える比率はありませんでした。 

【算定結果】 

(単位：％) 

＊ 実質赤字比率，連結実質赤字比率の早期健全化基準は，市町村の毎年度の財政規模

に応じて変動します。 

   平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

①経常収支比率（単年度） 112.6% 102.9% 96.3%

②財政力指数 （３か年平均） 0.971 0.985 1.009

平成 29

年度 

平成 30

年度 

令和元 

年度 

早期健全化 

基準 

財政再生 

基準 

①実質赤字比率 － － － 11.25～15 20 

②連結実質赤字比率 － － － 16.25～20 30

③実質公債費比率 8.3 10.6 11.0 25  35 

④将来負担比率 90.4 97.0 85.5 350

⑤資金不足比率 － － －   20  



【用語解説】 

① 実質赤字比率      ―     （早期健全化基準１２．２０％） 

＜別表１＞ 

●地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し，財政運営の深刻度を示す

のが「実質赤字比率」です。 

●標準財政規模とは，自治体の標準的な収入のうち，市税や地方交付税などのよ

うに使いみちの自由な財源の規模で，自治体間の財政指標の相対的な比較ができ

るよう，各財政指標の計算の分母に共通して用いられます。 

② 連結実質赤字比率    ―     （早期健全化基準１７．２０％）

＜別表２＞ 

●すべての会計の赤字や黒字を合算し，地方公共団体全体としての赤字の程度を

指標化し，地方公共団体全体としての運営の深刻度を示すのが「連結実質赤字比

率」です。 

③ 実質公債費比率 １１．０％  （早期健全化基準２５％）

＜別表３＞ 

●借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し，資金繰りの危険度を

示すのが「実質公債費比率」です。 

 ●３か年平均の数値を用います。 

●大きいほど財政運営が硬直的であることを意味します。 

●準元利償還金とは，一般会計以外の特別会計で借り入れた地方債に対して一般

会計が負担するために繰出金として支出した経費など，実質的な公債費（元利償

還金）と変わらないものを言います。  



④ 将来負担比率 ８５．５％  （早期健全化基準３５０％）

＜別表４＞ 

●地方公共団体の一般会計の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある

負担等の決算年度末における残高の程度を指標化し，将来財政を圧迫する可能性

が高いかどうかを示すのが「将来負担比率」です。 

●公債費負担比率や経常収支比率は地方債の負担の重さをフロー（元利償還金）

で測定するのに対し，本来の地方債の重さはストック（残高）で量られるべき等

の考え方から導入されました。 

●将来負担額とは，一般会計等の地方債残高のほか，公債費以外にあらかじめ後

年度の債務が約束されたもの（これを債務負担行為に基づく支出予定額といいま

す），特別会計や一部事務組合の地方債に対する一般会計負担見込額，職員の退職

手当の負担見込額，第３セクター等の負債額等に対する一般会計負担見込額など

の合計を言います。 

⑤ 資金不足比率     －    （早期健全化基準２０％）

＜別表５＞ 

●公営企業の資金不足を，公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して

指標化し，経営状況の深刻度を示すのが「資金不足比率」です。 

●本市では，病院，上水道，下水道，都市再開発事業ともに資金不足比率はあり

ません。 



説明資料１．実質赤字比率の算定基礎

一般会計等の実質赤字（黒字）額

標準財政規模

実質黒字額が生じる場合は，実質赤字比率は「－％（なし）」

歳入決算額 歳出決算額 翌年度へ繰り越すべき財源① 翌年度へ繰り越すべき財源② 実質収支額

一般会計 41,811,471 40,377,826 646,064 1,161 786,420 (黒字)

公共用地取得費特別会計 853,154 772,297 0 0 80,857 (黒字)

867,277 (黒字)

23,429,646

　　実質赤字比率（％）　　　　＝

標準財政規模

実質赤字（黒字）額

一般
会計
等



説明資料２．連結実質赤字比率の算定基礎

連結実質赤字（黒字）額

標準財政規模

　　連結実質黒字額が生じる場合は，連結実質赤字比率は「－％（なし）」

歳入決算額 歳出決算額
翌年度へ繰り越すべき

財源①
翌年度へ繰り越すべき

財源②
実質収支額

一般会計 41,811,471 40,377,826 646,064 1,161 786,420 (黒字)

公共用地取得費特別会計 853,154 772,297 0 0 80,857 (黒字)

国民健康保険事業特別会計 9,995,528 9,834,788 0 0 160,740 (黒字)

介護保険事業特別会計 8,680,075 8,620,760 0 0 59,315 (黒字)

駐車場事業特別会計 64,695 37,627 0 0 27,068 (黒字)

後期高齢者医療事業特別会計 2,225,619 2,127,473 0 0 98,146 (黒字)

歳入決算額 歳出決算額
翌年度へ繰り越すべき

財源①
土地収入見込額

（宅地造成事業のみ）
算入地方債の現在高 資金不足（剰余）額

都市再開発事業特別会計 516,468 288,560 202,794 0 0 25,114 (資金剰余)

流動資産 流動負債 流動資産の控除額 流動負債の控除額 算入地方債の現在高 資金不足（剰余）額

病院事業会計 913,180 1,169,084 352,406 0 96,502 (資金剰余)

水道事業会計 2,069,344 693,879 232,562 0 1,608,027 (資金剰余)

下水道事業会計 900,402 1,004,223 830,628 0 726,807 (資金剰余)

3,668,996 (黒字)

23,429,646

連結実質赤字比率（％）　　　　　　＝

標準財政規模

一般
会計
等

公営
事業
・
公営
企業
会計

連結実質赤字（黒字）額



説明資料３．実質公債費比率の算定基礎

（１ 地方債の元利償還金 ＋ ２ 準元利償還金） － （３ 特定財源 ＋ ４ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　実質公債費比率（％）

　　（３ヵ年平均）

２９年度 ３０年度 元年度

1 7,313,960 5,452,543 4,793,600

2 1,201,324 1,388,816 1,461,286

3 1,839,718 1,827,520 1,894,018

4 3,382,002 3,171,322 2,910,906

5 22,967,278 22,888,802 23,429,646

16.81653 9.34459 7.06653 （％）

11.0 （％）

＝

５ 標準財政規模　－　（４ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

３ヵ年平均

特定財源

【計算式】（１＋２－３－４）÷（５－４）×１００（％）

地方債の元利償還金（満期一括地方債の元金分，借換債による償還分は除く）

準元利償還金

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

標準財政規模



説明資料４．将来負担比率の算定基礎

1 70,771,902

2 充当可能基金額 14,505,719

3 特定財源充当見込額 15,613,007

4 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 23,089,656

5 標準財政規模 23,429,646

6 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 2,910,906

85.5 （％）

＊いずれも決算年度又は，決算年度末における額。

１ 将来負担額　－　（２ 充当可能基金額＋３ 特定財源見込額＋４ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

【計算式】（１－２－３－４）÷（５－６）×１００（％）

将来負担額

＝　　将来負担比率（％）

５ 標準財政規模　－　（６ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）



説明資料５．資金不足比率の算定基礎

資金不足額

事業の規模

資金剰余額が生じる場合は，資金不足比率は「－％（なし）」

歳入決算額 歳出決算額
翌年度へ繰り越す
べき財源

土地収入見込額
（宅地造成事業の

み）
算入地方債の現在高資金不足（剰余）額 事業の規模

都市再開発事業特別会計 516,468 288,560 202,794 0 0 25,114 8,419 （資金剰余）

流動資産 流動負債 流動資産の控除額 流動負債の控除額 算入地方債の現在高資金不足（剰余）額 事業の規模

病院事業会計 913,180 1,169,084 0 352,406 0 96,502 4,917,059 （資金剰余）

水道事業会計 2,069,344 693,879 0 232,562 0 1,608,027 1,768,704 （資金剰余）

下水道事業会計 900,402 1,004,223 0 830,628 0 726,807 1,686,348 （資金剰余）

資金不足比率（％）　　　　　　＝


